
八王子市職員大学院入学経費助成要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 97条に規定する大学院（以下「大学院」とい

う。）の入学等に要する経費を助成することにより、複雑及び高度化する社会経済環境に積極的に対応して

いく上で、自治体職員に求められる専門知識及び能力を習得し、職務遂行能力を高めようとする職員の主体

的な自己啓発への取り組みを支援することを目的とする。 

 （助成対象者） 

第２条 大学院の入学等に要する経費を助成する対象者は、八王子市職員定数条例（昭和 24年八王子市条例

第 22号）第 1条に規定する職員及び同条例第 4条に規定する派遣職員（以下「職員」という。）とする。 

 （助成対象数） 

第３条 大学院の入学等に要する経費を助成する職員の人数は、3名以内とする。 

 （助成対象経費及び額） 

第４条 助成金の額は、職員１名につき 10 万円（100 円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）を

限度とし、予算の範囲内において交付する。 

２ 助成の対象となる経費は、大学院の入学等に要する経費のうち、入学初年度において必要な、次に掲げる

経費とする。 

（１）入学試験料 

（２）入学金 

（３）授業料 

（４）教育充実費 

（５）その他前各号に掲げる経費に類するもの 

 （助成の申請） 

第５条 助成金の交付を希望する職員（以下「助成希望者」という。）は、大学院入学経費助成金交付申請書

（第 1号様式）（以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、所定の期日までに市長に申請しなけ

ればならない。 

 （１）大学院履修研究計画書（第 2号様式） 

 （２）大学院入学合格通知書（写し） 

 （３）入学に要する経費の領収書（写し） 

 （４）入学までの日程が分かる書類 

 （５）専攻内容の分かる書類 

 （助成の決定） 

第６条 市長は申請書の提出があったときは、第 1条に規定する目的に照らし、大学院履修研究計画書その他

の必要書類を審査するものとする。ただし、助成希望者の人数が第 3 条に規定する人数を超える場合には、

八王子市職員大学院入学経費助成候補者選定委員会に諮り、その結果を踏まえて審査するものとする。 

２ 市長は審査した結果を大学院入学経費助成金交付決定通知書（第 3号様式）又は大学院入学経費助成金不

交付決定通知書（第 4号様式）により、速やかに助成希望者に対し通知するものとする。 

 （助成決定者の義務） 

第７条 前条第 2項に規定する助成金の交付決定を受けた者（以下「助成決定者」という。）が大学院の課程

を修了したときは、速やかに大学院履修研究報告書（第 5号様式）に修了証明書（写し）及び修了要件とな

る論文（写し）を添付し、市長に提出しなければならない。 

 （助成決定の取消し等） 

第８条 市長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金の交付決定を取り消し、既に交



付した助成金の全部又は一部を返還させることができる。 

 （１）助成決定者が大学院の定める期間内に課程を修了できなかったとき。ただし、市長が特別な事情があ

ると認めたときは、この限りではない。 

 （２）大学院が定める期間内に職員でなくなったとき。 

 （３）大学院に在籍しなくなったとき。 

 （４）その他助成することが不適当と認められる事実があったとき。 

２ 前項に規定する取り消しは、大学院入学経費助成金交付取消決定通知書（第 6号様式）により、助成決定

者に通知するものとする。 

 （届出の義務） 

第９条  助成決定者は、前条第１項の各号のいずれかに該当する場合は、大学院入学経費助成金交付辞退（返

還）届（第７号様式）により届出しなければならない。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

  附則 

 この要綱は、平成１２年１０月６日から施行する。 

  附則 

 この要綱は、平成１３年１２月１０日から施行する。 

  附則 

 この要綱は、平成１５年３月１４日から施行する。 

  附則 

 この要綱は、平成１５年９月１１日から施行する。 

  附則 

 この要綱は、平成１７年３月１４日から施行する。 

  附則 

 この要綱は、平成１７年１２月２日から施行する。 

附則 

 この要綱は、平成１８年１１月１７日から施行する。 

  附則 

 この要綱は、平成２０年１月２２日から施行する。 

  附則 

 この要綱は、平成２５年９月１７日から施行する。 

附則 

 １ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 ２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

附則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 


